











第五章 侵害の停止（第一節～第二節 第84巻第２号、第三節～第四節 第84巻第４号）
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（Fed.Cir.1989）
(８) Slimfold mfg.v.kinkend Indus.,923F.2d1453,1458,18USPQ2d1842,1846（Fed.
Cir.1991).


















































(15) Pall Corp. v. Microm Separations. Inc.,66F 3d USPQ2d 1225（Fed.Cir.1995).
(16) 同注98、?2:29、at2-47.
(17) Zygo Corp. v. Wyko Corp.,79F.3d 1563（Fed.Cir.1996).




(21) Datascope Corp.v.SMEC, Inc.,879F.2d820,825（Fed.Cir.1989),cert.denied,493
U.S.1024,110S.Ct.729,107L.Ed.2d 747（1990).
(22) 同注98,?2:34,at2-54.
(23) Gyromat Corp. v. Champion Spark Plug Co.,735F.2d 549（Fed.Cir.1984).












































(25) Water Techs.Corp. v.Calco,Ltd.,850F.2d660（Fed.Cir.1988).cert.Denied,488
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した。Rite-Hite Corp. v. Kelly Co事件にお
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(34) Kaufman Co. v. Lantech, Inc.,926F.2d 1136（Fed.Cir.1991).
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(38) 56F.3d 1538,35USPQ2d 1065（Fed.Cir.1995）（en banc),cert.denied,516U.S.
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(49) 同注98,?2:4,at 2-10.
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(55) BIC Leisure Prods. Inc. v. Windsurfring Int’l,1F.3d 1214（Fed.Cir.1993）
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(79) TP Orthodontics . Inc. v.Professional Positioner, Inc.,20USPQ2d1017,1025（E.D.
Wis.1991）。








































この種の附帯販売（Derivative or Convoyed Sales）の範囲。
(81) Fromson v. Westrn Litho Plate& Supply Co.,853F.2d1568,1575（Fed.Cir.1988).
(82) Fromson v.Citiplate, Inc.,699F.Supp.398,407,9USPQ2d1506,1514（E.DN.Y.
1988).
(83) 同注170。
(84) 318F.Supp.1116,1120,166USPQ235（S.D.N.Y.1970),modified and aff’d 446F.


























































































































(93) Sony Corp. v. Elm State Electronics, Inc.,800F.2d 317,321（2d Cir.1986).
(94) Otis Clapp & Son v. Filmore Vitamin Co.,754F.2d 738,745（7?Cir.1985)“The
 
wrongdoer shall bear the risk of the uncertainty which his own wrong has created.”















































(98) Hamilton-Brown Shoe Co. v. Wolf Brothers & Co.,240U.S.251（1961).




































(10) Statute of Anne,8Anne C.19（1970).
(101) “…if any other Bookseller,printer,or other person whatsoever…shall print,reprint
 
or import…any such book or books without the consent of the proprietor…and further,
that every such offender of offenders shall forfeit on penny for every sheet which shall
 














































(106) Badic Books v. Kinko’s Graphics Corp.,758F.supp.1522,1542（S.D.N.Y.1991).
(107) 17U.S.C.A.?504（c): Walt Disney Co.v.Powell,897F.2d565（D.C.Cir.1990),
“Statutory damages are to be calculated according to the number of works infringed,








































(109) Oiness v. Walgreen Co.,88F.3d 1025,1033（Fed.Cir.1988).
(10) Mainlan Induatries, Inc. v. Standal’s Patents Ltd.,799F.2d 746（Fed.Cir.1986).






















































































































































































































るシステム又はネットワーク上の情報の保存（Storage of Information on Systems
 













(18) WIPO Copyright Treaty（WCT）（1996).
(19) WIPO Perfomances and Phonograms Treaty(WPPT）（1996).
(120) The Digital Millennium Copyright Act of1998.













































(125) U.S.Copyright Office Summary,December1998.
(126) 17U.S.C.A.?512（i).
(127) 17U.S.C.A.?512（a).
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c.ネット上の材料へのクリック回数を当該材料の貼り付け者にフィード・バック
できる技術に対して、もし特定の要求に符合すれば、サービス・プロバイダは干
渉してはならない。d.サービス・プロバイダは、資料の提供者が規定しているア
クセス制限条件（たとえばパスワードの保護）により、当該資料へのユーザのアク
セスを制限しなければならない。e.著作権者の許諾を得ずに貼り付けた資料に対
しては、サービス・プロバイダは、当該資料がすでに元のサイトにおいて削除さ
れたことの通知を得た後は、直ちに当該資料を削除しなければなら
(128)
ない。
(３）ユーザの指示によりシステム及びネット上情報を保存する免責条件とは
以下の通りである。a.サービス・プロバイダは、権利侵害行為の発生を知らなか
った［不
(129)
知悉］。b.もしサービス・プロバイダに、権利侵害活動をコントロール
する権利能力があれば、当該権利侵害行為から直接経済利益を得てはならない。
c.権利が侵害されていると主張する通知を受け取った後に、サービス・プロバイ
ダは、迅速に関連資料を取消すかアクセス拒否するかをしなければなら
(130)
ない。
(４）情報選定道具を提供する者の責任制限条件は、（３）と同様である。すな
わちユーザの指示により、情報をシステム又はネット上保存する免責条件で
(131)
ある。
中国法は、サービス・プロバイダについてこのような詳細な制限を設けていな
いが、裁判所は、司法実践において、現行法の原則的な規定にもとづき、判決中
にサービス・プロバイダの責任に対する制限を示している。北京市の裁判所が下
した二つの代表的な裁判例を紹介しておきたい。
１つは、『大学生』という雑誌社が、李翔・北京京訊公衆情報技術有限公司に
対して、著作権侵害を理由に訴えた
(132)
事件である。第二被告は、無料でネットのユ
ーザに個人のスペースを提供し、ユーザ個人のホームページを作らせたとして訴
えられた。被告李翔は、南開大学の学生であり、第二被告のユーザであり、第二
被告のサービスを利用して自分のサイトである「kaoyan.topcool.net」を作り、
原告の許諾を得ずに、原告が著作権を有する編集作品『考研聖経』（大学院入試バ
イブル）を自らのサイトに掲載した。一審裁判所は、まず作品の掲載は複製であ
(128) 17U.S.C.A.?512（b).
(129) ここでの［知悉］とは、サービス・プロバイダが実際に権利侵害の発生を知ったわけで
はなく、明らかに認定できる権利侵害の発生事実又は情状を掌握してわけではないことを指
す。
(130) 17U.S.C.A.?512（c).
(131) 17U.S.C.A.?512（d).
(132) 北京市第二中級人民法院（2000）二中知初字第18号民事判決、北京市高級人民法院
（2001）高知終字第51号民事判決。
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って、原告の許諾を得なければならないので、李翔の行為は権利侵害を構成する
と認定した。インターネット技術の特徴により、ネット技術しか提供しないネッ
トサービス・プロバイダは、一般にユーザの権利侵害行為に対して責任を負わな
い。本件では、京訊公司は、権利侵害通報を受けた後、直ちに権利侵害の疑いの
ある行為に対して調査を行い、技術措置を用いて当該ページ上の権利侵害内容を
遮断し、所有者を特定して権利侵害内容を削除させており、このような相応の義
務を果たしているプロバイダは、李翔の権利侵害行為について責任を負う必要が
ない。『大学生』雑誌社も、李翔もこれを不服して上訴した。上訴審において、
裁判所は、京訊公司が李翔の個人サイト「kaoyan.topcool.net」のトップページ
を書き直し、「本サイトは工事中のため、大学院入試ホットライン広州サイト
kaoyan.163.netを利用してください」という声明を出したことについて、
「kaoyan.163.net」サイトは、李翔が広州視窓サイトを利用して個人のスペース
を設けたのであり、その掲載している内容は、「kaoyan.topcool.net」の内容と
同じものであることを明らかにし、二審裁判所は、京訊公司が右の行為について
権利侵害民事責任を負う、との判断を示した。
もう１つの裁判例は、劉京盛が捜狐公司を訴えた著作権侵害
(13)
事件である。被告
は、ネットのユーザに検索サービスを提供しているが、接続先のページにおいて
原告の著作権を侵害する作品が掲載されていた。権利侵害作品は、原告のハード
ディスクに保存されていない。一審裁判所は、インターネット上で権利侵害情報
を提供する者は、権利侵害責任を負わなければならず、技術サービス又は設備の
提供者が、権利侵害行為の発生を知らない場合、一般に権利侵害責任を負わな
い。しかしながら、本件被告は、2000年10月に、接続しているサイトが権利を侵
害する資料を掲載していることを知ったとき、直ちに接続サービスを停止させな
ければならなかった。しかるに、被告は、同年11月30日になってようやく当該サ
ービスを停止させた。したがって、当該被告は、その権利侵害の発生を知りなが
ら、接続サービスを停止させなかった期間の権利侵害責任を負わなければならな
い。
筆者の考えでは、裁判所の前述の二つの事件に対する判決は、インターネット
サービス・プロバイダがそれ自身の過失に対して責任を負う原則を体現してい
る。インターネットサービス・プロバイダの過失について、裁判所は、前述の二
つの裁判例において縮小解釈を行った。すなわちインターネットサービス・プロ
バイダが権利侵害の発生を知り、権利者の警告を受けたにもかかわらず、権利侵
害に関連するサービスを停止させなかった場合にしか、過失を認定せず、注意義
(13) 北京市第二中級人民法院（2000）二中知初字第128号民事判決。
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務違反の角度からその過失を認定してはいない。これは、インターネットサービ
ス・プロバイダの責任に対する制限を体現している。中国の裁判所のこの種の判
断は、一定の合理性を有する。何故かというと、インターネット上の資料が多す
ぎて、プロバイダに対してすべての権利侵害資料を区分し削除することを要求す
るのは、不可能かつ非現実的であるからである。ただし、インターネットサービ
ス・プロバイダが、権利侵害行為の発生を知り、その権利侵害行為に対してコン
トロールする権利及び能力がある場合には、権利侵害しない、又は権利侵害行為
に便誼又は条件を提供しない義務を負う。もしプロバイダが、この種の義務に違
反した場合、権利侵害損害賠償責任を負うことになる。
早法85巻２号（2010）260
